












（Bank of North Dakotaの略称。以下，BNDと書く）の
存在が大きいと思われる。
BNDの働き方として，州政府の税収を部分的準備
制度（民間銀行と同じ仕組み。経済活動を拡大するこ
とができる）を用い，州の活性化となる事業（農業・
教育・住宅ローンなど）に融資を行うことが挙げられ
る。このことから，BNDは，1913年にニューヨーク
市に設立された民間中央銀行より，北ダコータの州民
に役立っていると考えられる。
日本では，BNDに類似した銀行として，新銀行東
京が挙げられる。新銀行東京は，東京都内の中小企業
の融資を目的として，東京都が設立した銀行である。
しかし，この新銀行東京は，2004年に設立された
が，赤字が続き，2008年に東京都から 400億円もの
追加出資を受けた。しかし，新銀行東京の働き方は，
中小企業の融資であり，これは BNDにおいても目的
の一つとして挙げられていた。
両者とも，地域経済の活性化を目的としているの
に，経済状況に差が出た要因は何故だろうか。それは，
「パラレルローン」があるかどうかの違いではないか
と思われる。これが，BNDと新銀行東京の大きな違
いではないかと考える。
「パラレルローン」は，政府機関と民間銀行が，貸
し出し業務を協力して行う融資制度のことである。
また，政府機関と民間銀行の双方にとって，メリッ
トのある事業に融資を行う。メリットのある事業の例
として，上記に挙げたように，特定地域の農業・教
育・住宅ローンなどが挙げられる。これは，特定地域
の経済を活性化させることにつながると考えられる。
上記のことを踏まえ，「パラレルローン」を，日本
へ導入したら良いのではないかと考える。そして，「パ
ラレルローン」を日本に導入することにより，「パラ
レルローン」が地域経済活性化をするための有効手段
であるのか否かを判断することにつながるのではない
かと考える。そのためには，日本の金融システムなど
の法的観点などから，このパラレルローンの導入方法
を考えていきたいと思う。また，この県立銀行を設置
する地域として，パラレルローンの有効性を調べるた
めに，北ダコータ州に似た人口数である，田舎に設置
するのが望ましいと考えられる。そこで，パラレル
ローンの導入に加え，田舎に県立銀行を設立すること
を検討する。
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